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第１章  総 則 

 

    本マニュアルは、既存コンクリート造防火水槽の標準的な機能診断に関する事項を示

し、本マニュアルによる評価により対象防火水槽の改修を検討する上での基礎資料を

得ることを目的とする。したがって、最終的な改修の決定については施設所有者もし

くは施設管理者(消防機関等)によって決定するものとする。なお、本マニュアルはあく

まで対象防火水槽の改修を検討する上での基礎資料を得ることを目的とするものであ

り、耐震性能評価等の構造的な判定については、本マニュアルの適用範囲外とする。 
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第２章  用語の定義 

 

    本マニュアルで用いる用語を以下のように定義する。 

 

  （１）日常点検 

    施設の変状による機能低下を未然に防止するために日常的に行う点検作業。 

  （２）定期点検 

    日常点検では把握が難しい箇所を重点的に数年に 1 回程度行う点検作業。 

  （３）機能診断 

    施設機能の調査および評価を行うこと。 

  （４）一次調査 

    機能診断を行う上での、二次調査の実施の要否の判断を行うための既存資料調査や履

歴調査により施設機能の把握を行うこと。なお、一次調査は施設所有者もしくは施設一次調査は施設所有者もしくは施設一次調査は施設所有者もしくは施設一次調査は施設所有者もしくは施設

管理者管理者管理者管理者((((消防機関等消防機関等消防機関等消防機関等))))によりによりによりにより行うことを標準とする。行うことを標準とする。行うことを標準とする。行うことを標準とする。 

  （５）二次調査 

    機能診断を行う上での、基礎資料を得るために行う調査全般。なお、二次調査は専門二次調査は専門二次調査は専門二次調査は専門

技術者技術者技術者技術者
(15)

もしくは一定もしくは一定もしくは一定もしくは一定の調査診断技術レベルに到達していると認められる技術者の調査診断技術レベルに到達していると認められる技術者の調査診断技術レベルに到達していると認められる技術者の調査診断技術レベルに到達していると認められる技術者
(16)

により行うことを標準とする。により行うことを標準とする。により行うことを標準とする。により行うことを標準とする。 

  （６）三次調査 

    二次調査のみでは変状の要因推定、機能低下の推定および評価が困難であると判断さ

れた場合に実施される調査。なお、三次調査は専門技術者により行うことを標準とす三次調査は専門技術者により行うことを標準とす三次調査は専門技術者により行うことを標準とす三次調査は専門技術者により行うことを標準とす

る。る。る。る。 

  （７）評価 

    二次調査や三次調査のデータをもとに、変状の原因推定および程度の把握を行うこと。 
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  （８）劣化 

    中性化、塩害、アルカリ骨材反応等経時的に変状が進行する状態。 

  （９）損傷 

    地震等外的要因に伴い発生した変状。 

  （10）変状 

    初期欠陥、劣化、損傷等の総称。 

  （11）補修 

    予定供用期間内に部分的に失われた構造物の耐久性、防水性等の耐力以外の機能を当

初設計のレベルに回復させる行為。 

  （12）補強 

    予定供用期間内に部分的に失われた部材、材料、構造等の耐力を当初設計のレベル、

またはそれ以上に回復させる行為。 

  （13）改築 

    施設の全部を再建することを目的とする行為。 

  （14）改修 

    補修、補強、改築の総称。 

  （15）専門技術者 

    コンクリート診断士、コンクリート主任技士、またはこれと同等以上の工学的知見・

技術・経験を有する技術士(建設部門)および一級建築士。 

  （16）一定の調査診断技術レベルに到達していると認められる技術者 

    専門技術者等の指導のもとに開かれた講習会等を受講･修了した者。 

 

 注）上記に定義されていない用語については参考文献(巻末に記載)によるものとする。 
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第３章  機能診断の手順 

 

    機能診断を行う手順は、図－3.1 の通りである。 

 

   

二次調査不要

要因推定不可二次調査の判定

(要因の推定)

三次調査

改修不要

(定期点検継続)

二次調査

改修方法の選定

本

マ

ニ

ュ

ア

ル

適

用

範

囲

START

一次調査

・資料調査

・履歴調査

一次調査の判定

(二次調査の実施要否)

　二次調査必要

 

図－3.1 機能診断の手順 
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第４章  調 査 

 

 ４．１ 一次調査 

一次調査は施設所有者もしくは施設管理者(消防機関等)により実施することを標準と

する。 

    一次調査とは、構造物の主要図面や構造計算書等の資料収集を行い、対象となる構造

物の諸元を把握するとともに、現在までに把握済みである漏水(減水)歴や事故歴等の履

歴調査を行い、施設の概要と現状における問題点を把握するものである。 

 

  4.1.1 調査項目 

    一次調査の項目を表－4.1 に示す。 

 

表－4.1 一次調査項目 

調査の内容および調査方法

資料収集 構造物の諸元調査

構造物の主要図面、構造計算書、地質状況、竣工

年度、完成図書類、施設台帳等からの情報を収集

整理する。

把握済の機能障害等の調査

構造機能上の障害（ひび割れ、漏水、剥離等）に

ついて、記録または把握している内容について整

理する。

事故歴、補修歴等の調査

過去の事故歴、補修歴、被災歴等について、記録

または把握している内容について整理し、その原

因，変状の状況，補修方法等について整理する。

周辺環境の変化等の調査

対象となる構造物の、建設当時に対しての状況変

化(周辺の開発，都市化等)があったかどうかにつ

いて整理する。

維持管理上の課題調査

・維持管理上の課題およびこれまでの維持補修費

について整理する。

・施設改修の緊急性等がある場合については、そ

の理由も含めた上での見解を整理する。

履歴調査

調査項目
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  4.1.2 一次調査票 

    一次調査の実施にあたっては、以下の一次調査票を参考に調査を行う。 

 

表－4.2(1) 一次調査票(1/2) 

１．対象構造物の概要

１）対象構造物名

２）工事完了年度 昭和○○年工事完了

昭和○○年供用開始

３）施設概要 ①構造　　：

②形状寸法：

③その他　：

４）特異な環境 ・特殊土質(　　　　)　・水質(　　　　)　・普通

２．構造的機能

１）部材の崩壊，破損

２）重大なひび割れ

３）鉄筋露出

４）欠損，剥離，剥落

５）浸入水･漏水

６）不等沈下

３．事故歴・補修歴

１）事故歴

２）補修の有無・程度

４．周辺環境

現在の状況は、

・道路等の直下[a] ・道路等に近接[a]

・道路等から遠隔[c]・その他（　　）

構造物に影響するような建設時からの状況変化

（構造物等）が

・あり[a]　　　　・なし[c]

内　　　容 状況及び要因

１）構造物周辺の道路・

住宅等の状況変化

２）構造物周辺の現在の

状況

・あり[a]　　　　・なし[c]

■発生年月日：昭和○年○月○日

　事故の内容：

　補修の内容：

■発生年月日：平成○年○月○日

　事故の内容：

　補修の内容：

状況及び要因内　　　容

・あり[a]　　　　・なし[c]

・あり[a]　　　　・なし[c]

・あり[a]　　　　・なし[c]

・あり[a]　　　　・なし[c]

状況及び要因

・あり[a]　　　　・なし[c]

・あり[a]　　　　・なし[c]

調査番号

調査年月日

・あり[a]　　　　・なし[c]

項　　目 内容・状況及び要因

内　　　容
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表－4.2(2) 一次調査票(2/2) 

５．維持管理

２）維持補修費

６．機能低下の状況[維持上での包括的な意見]

１）機能低下の状況 ・重大な機能低下あり[1]

・機能低下あり[1]

・機能低下はほとんどない[2]

２）機能低下の要因 ・要因が明確である[1]

・疑わしき要因がある[2]

３）現地機能診断の必要性・必要[1]

・不必要[2]

４）対策の緊急性 ・緊急に対策が必要[1]

・10年以内には対策が必要[2]

・当面対策不要(定期点検対応)[3]

５）改修の水準 ・全面的な改修(補修/補強)が必要[1]

・部分的な改修(補修/補強)が必要[2]

・軽微な補修や定期点検で十分[3]

６）その他

　(意見・感想等)

内容 要因

維持補修費

１）維持管理上の問題点

内　　　容 状況及び要因

・問題点あり[a]　　　　・問題点なし[c]

年度 金額

内　　　容 状況及び要因
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  4.1.3 一次調査結果の整理 

    一次調査の結果を下表の様式に整理する。 

 

表－4.3 一次調査判定表 

２．構造的機能 １）部材の崩壊，破損

２）重大なひび割れ

３）鉄筋露出

４）欠損，剥離，剥落

５）浸入水･漏水

６）不等沈下

３．事故歴・補修歴 １）事故(被災)の有無

２）補修の有無

４．周辺環境 １）道路・住宅等の状況変化

２）現在の状況

５．維持管理 １）維持管理上の問題点

２）維持補修費

６．維持管理上の包括的意見

１）機能低下の状況 1.機能低下あり 2.ほとんどなし

（理由： ）

２）機能低下の要因 1.要因が明確 2.疑わしき要因がある

（理由： ）

３）現地機能診断の必要性 1.必要 2.不必要

（理由： ）

４）対策の緊急性 1.緊急に改修が必要 2.10年以内に改修が必要

3.当面改修は不必要

（理由： ）

５）改修の水準 1.全面的な改修(補修/補強)が必要

2.部分的な改修(補修/補強)が必要

3.軽微な補修や定期点検で十分

（理由： ）

６）その他(意見・感想等)

注1）判定の右欄は、左欄のうち「a」が1個でもあった場合、「○(二次調査を行う)」と判定する。

注2）一次調査による情報がほとんど無い場合においても、二次調査を行うことを標準とする。

①　要調査　　　　　　②調査不要二次調査の要否の判定

a　課題有り･不明　　c　課題なし

判定

注1)

調査項目項　　目

a　課題有り･不明　　c　課題なし

a　課題有り･不明　　c　課題なし

a　課題有り･不明　　c　課題なし

a　課題有り･不明　　c　課題なし

a　課題有り･不明　　c　課題なし

a　課題有り･不明　　c　課題なし

a　課題有り･不明　　c　課題なし

a　課題有り･不明　　c　課題なし

a　課題有り･不明　　c　課題なし

判定要素およびランク

a　課題有り･不明　　c　課題なし

a　課題有り･不明　　c　課題なし

４)特異な環境

残耐用年数(標準耐用年数－供用年数)による判定 a　10年以下･不明　　c　11年以上

３)-②形状寸法 ３)-③その他

構造による判定 a　無筋・不明　　c　有筋

調　査　者

１)構造物名 ２)完成年度 ３)-①構造 有筋・無筋・不明

１．対象構造物の概要

調査年月日

調査番号
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  4.1.4 二次調査の要否判定 

    二次調査の要否判定は、表－4.3 一次調査判定表の結果より、資料の信頼性等を踏ま

えた上で決定する。なお、要否判定は下表を標準とする。 

 

表－4.4 二次調査の要否判定 

備考

－

一次調査の結果が全てcであった場

合においても、出来得る限り目視確

認により一次調査票の内容をチェッ

クするものとする。このとき不整合

な点が１つでもあった場合は二次調

査を実施する。

標準調査の要否

○

二次調査を行う

×

当面必要なし

判定ランク構成

a が１つ以上ある場合

全てが c の場合
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 ４．２ 二次調査 

二次調査は専門技術者もしくは一定の調査診断技術レベルに到達していると認めら

れる技術者により実施することを標準とする。 

    二次調査は、構造物の持つ機能の評価を目視調査および現場において比較的容易に行

える調査によって行うものである。また二次調査の結果から要因推定および機能低下

の推定が困難であると判断された場合は、三次調査を行うこととする。 

なお、調査範囲・調査項目は一次調査の結果を踏まえたうえで、効率的に調査が実施

できるように十分に検討することとする。 

 

  4.2.1 調査項目 

    二次調査においては、構造的機能に関する調査を主体とする。目視調査項目と計測機

器・計測方法等を下表に、主な調査項目とその内容を次頁に示す。 

 

表－4.5 目視調査項目と計測機器・計測方法 

調査項目 計測機器・計測方法等

ひび割れ長さ：コンベックス

ひび割れ幅　：クラックスケール

ひび割れ

変形(たわみ) コンベックス，レーザーレンジメータ

鉄筋露出

鉄筋径：ノギス

露出量：線的に露出している場合は、コンベッ

クスによる長さ計測。面的に露出している場合

は、コンベックスにより縦横の長さ計測

補修跡

補修痕跡の箇所数を計測するとともに、補修し

てある部位の大きさをコンベックスで計測

剥離・剥落

欠損・豆板

剥離・剥落、欠損、豆板を生じている面の縦横

の長さをコンベックスにより計測

浸入水 浸入水が認められる箇所数を計測
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表－4.6 二次調査項目 

目視調査

区分 調査項目

補修跡

浸入水の有無

剥離・剥落,欠損,豆板

打音検査

鉄筋探査簡易調査

内　　　　　容

ひび割れ

変形(たわみ)

鉄筋露出

ひび割れの形状(幅，長さ)やひび割れ付近の状況を観察し、計

測する。

目視で認められたたわみを計測する。

鉄筋の露出状況を観察し、箇所数を把握する。

圧縮強度推定試験

シュミットハンマーによりコンクリート表面を打撃し、その反

発硬度から圧縮強度の推定を行う。

鉄筋探査器(電磁誘導or電磁波レーダー法)を用いて、構造(鉄

筋の有無)の確認を行う。

深さ20mm以上の箇所に対して、概略の発生面積を把握する。

浸入水が認められる箇所数を把握する。

補修跡の箇所数を把握するとともに概略の面積を把握する。

コンクリート表面をたたき、異常音がしないかどうかで内部欠

陥や強度劣化の可能性を探る。
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  4.2.2 調査方法および数量 

    二次調査の方法について以降に示す。また調査の数量は下表によるものとする。 

 

表－4.7 調査数量 

目視調査

区分 調査項目

補修跡

浸入水の有無

剥離・剥落,欠損,豆板

打音検査

鉄筋探査簡易調査

数　　　　　量

ひび割れ

変形(たわみ)

鉄筋露出

圧縮強度推定試験

1構造物につき2箇所(頂版および側壁)を標準とする

全量調査

全量調査

1構造物につき2箇所(頂版および側壁)を標準とする
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   (1)目視調査 

     目視調査では、コンクリート表面に顕在化したひび割れ、部材の変形、鉄筋の露出

状況、剥離・剥落、欠損、豆板、浸入水の有無および補修跡等の詳細を観察するとと

もに、その面積や箇所数等を計測し、構造物全体の劣化状況を把握する。 

 

 

図－4.1 漏水を伴うひび割れの事例 

 

 

図－4.2 変形した梁の事例 
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図－4.3 かぶり不足による鉄筋露出の事例 

 

 

図－4.4 浮き･剥落の事例 
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図－4.5 施工時の締固め不足による豆板の事例 

 

 

図－4.6 打継部の補修跡の事例 
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   (2)簡易調査 

     打音調査では、コンクリート表面を点検用ハンマーで打撃し、その音質によりコン

クリート表面近傍の浮き、剥離および空洞の有無を推定する。 

鉄筋探査では、鉄筋探査器(電磁誘導 or 電磁波レーダー法)を用いて構造(鉄筋の有

無)の確認を行うとともに、鉄筋コンクリート造の場合は鉄筋のピッチおよびかぶり

の計測を行う。なお、鉄筋探査は 1m2/箇所を標準とする。 

 

 

図－4.7 鉄筋探査(電磁波レーダー)状況の事例 

 

 

図－4.8 鉄筋探査結果の事例(▼印が鉄筋位置を示す) 
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また圧縮強度推定試験は JIS A 1155 に倣い、コンクリート表面をシュミットハン

マーで打撃し、その反発硬度から圧縮強度を推定する。各測点の打撃点の数は 9 打点

を標準とし、打撃の際に明らかに異常と認められる値がある場合、もしくは反発硬度

の平均値の±20%以上となる数値がある場合はこの数値を削除し、これに変わる測定

値を補うものとする。 

なお、コンクリート表面に汚れや異常な凹凸等がある場合は、ディスクサンダー等

でこれを除去した後行うこととする。 

この結果を用いて下記に示す換算式により圧縮強度を推定する。 

Ｆc＝α・｛1.27・（Ｒ＋ΔＲ）－18.0｝ 

ここに 

    Ｆc ：推定圧縮強度（N/mm2
） 

    Ｒ ：平均反発硬度 

    ΔＲ：打撃方向角度に対する補正値 

    α ：材令補正係数 

 

表－4.8 材令補正係数α 

材齢(日) 28 100 300 1000 3000

α 1.00 0.78 0.70 0.67 0.63

 

 

図－4.9 打撃方向角度に対する補正値ΔＲ 
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図－4.10 シュミットハンマー (NR 型,測定範囲 10～70N/mm2) 

 

 

図－4.11 反発硬度測定状況 
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  4.2.3 各調査項目に対する劣化度のランク分け 

    各調査項目に対する評価として、以降に示す基準をもとに劣化度ランク分けを行う。 

 

表－4.9(1) ひび割れの評価基準 

状　　　況ランク

ひび割れ幅0.2mm以上のひび割れが存在す

るが、ひび割れ幅1.0mm以上のものは存在

しない

上記に該当しない

ⅰ

ⅱ

ⅲ

ひび割れ幅0.2mm以上のひび割れが存在

し、且つひび割れ幅1.0mm以上のものも存

在する

 

 

表－4.9(2) 変形(たわみ)の評価基準 

ⅱ 25mm未満のたわみがある

ⅲ たわみなし

ランク 状　　　況

ⅰ 25mm以上のたわみがある
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表－4.9(3) 鉄筋露出の評価基準 

ランク 状　　　況

ⅰ 2箇所以上

ⅱ 1箇所

ⅲ 鉄筋露出なし

 

 

表－4.9(4) 剥離・剥落，欠損，豆板の評価基準 

ⅱ

深さ20mm以上の発生面積率が10%以上30%

未満

ⅲ 上記に該当しない

ランク 状　　　況

ⅰ 深さ20mm以上の発生面積率が30%以上

 

 

表－4.9(5) 浸入水の評価基準 

ⅲ 浸入水なし

ⅰ 2箇所以上

ⅱ 1箇所

ランク 状　　　況
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表－4.9(6) 補修跡の評価基準 

ランク 状　　　況

ⅰ

モルタル、樹脂、鋼板等による補修箇所

が2箇所以上

ⅱ

モルタル、樹脂、鋼板等による補修箇所

が1箇所

ⅲ 補修箇所なし

 

 

表－4.9(7) 打音調査の評価基準 

ⅱ 部分的に異常音がする

ⅲ 健全な音である

ランク 状　　　況

ⅰ ほとんどの場所で異常音がする

 

 

表－4.9(8) 鉄筋探査の評価基準 

ⅱ

鉄筋の平均ピッチが300mm以下で配置され

ている

ⅲ

鉄筋が主要図面や構造計算書どおりに配

置されている

ランク 状　　　況

ⅰ

鉄筋が存在しない、もしくは鉄筋の平均

ピッチが300mmを超えている
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表－4.9(9) 圧縮強度推定試験結果の評価基準 

ⅱ 基準値

注）

の75%以上100%未満である

ⅲ 基準値

注）

の100%以上である

ランク 状　　　況

ⅰ 基準値

注）

の75%未満である

 

注）上記の基準値について、設計基準強度が既知の場合はその数値を、不明な場合は道路橋示方書・同解説（共

通編）の鉄筋コンクリートの最低設計基準強度である 21N/mm2
を採用する。 
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  4.2.4 総合評価 

    4.2.3 に示す基準をもとに各調査項目について評価し、その結果をもとに総合評価を

行う。総合評価の判定基準を下表に、総合評価判定表を次頁に示す。 

 

表－4.10 総合評価の判定基準 

ランク 判　定　基　準 改修の要否 評　　　価

Ａ

各調査項目のうち、ランクⅰが2つ

以上あるいはランクⅰとⅱの合計

が半数以上の場合

要

構造的に不安定な状態

にあり、機能低下も生

じている

Ｂ

各調査項目のうち、ランクⅰが1つ

あるいはランクⅰとⅱの合計が1つ

以上半数未満の場合

要～不要

現状において機能低下

は生じていないもの

の、軽度の変状が見ら

れる

Ｃ 上記以外の場合 不要 当面改修が不要なもの

 

注 1)上記の判定表を基本とするが、Ｂランクの場合であっても圧縮強度推定試験結果の評価が基準値の 100%

未満の場合は専門技術者の判断に基づく評価を行うものとする。 

注 2)上記の判定表を基本とするが、Ｂランクの場合であっても鉄筋探査の評価結果がⅰ(無筋構造もしくは鉄

筋の平均ピッチが 300mm を超える)の場合は、専門技術者の判断に基づく評価を行うものとする。 
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表－4.11 総合評価判定表 

完成年度 残存耐用年 形状寸法

構造物名所在地

ランク

調査項目

劣化度ランク

ランクⅰ ランクⅱ ランクⅲ

調査年月日 調査番号調査者

基準値の100%以上であ

る

鉄筋が主要図面や構造

計算書どおりに配置さ

れている

25mm未満のたわみがあ

る

1箇所

深さ20mm以上の発生面

積率が10%以上30%未満

1箇所

モルタル、樹脂、鋼板

等による補修箇所が1

箇所

部分的に異常音がする

基準値の75%以上100%

未満である

条件 評価 条件 評価 条件 評価

ひび割れ幅0.2mm以上

のものが存在するが、

ひび割れ幅1.0mm以上

のものは存在しない

ひび割れ幅0.2mm以上

のものが存在し、且つ

ひび割れ幅1.0mm以上

のものも存在する

25mm以上のたわみがあ

る

2箇所以上

モルタル、樹脂、鋼板

等による補修箇所が2

箇所以上

ほとんどの場所で異常

音がする

基準値の75%未満であ

る

2箇所以上

深さ20mm以上の発生面

積率が30%以上

補修跡

打音検査

左記に該当しない

圧縮強度推定試験

たわみなし

鉄筋露出なし

左記に該当しない

浸入水なし

補修箇所なし

健全な音である

ひび割れ

変形(たわみ)

鉄筋露出

総　　　合　　　評　　　価

小　　計 小　　計

剥離・剥落,欠損,豆板

浸入水の有無

小　　計

鉄筋探査

鉄筋が存在しない、も

しくは鉄筋の平均ピッ

チが300mmを超えてい

る

鉄筋の平均ピッチが

300mm以下で配置され

ている
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４．３ 三次調査 

    圧縮強度推定試験結果から強度低下が推測された場合、また中性化，塩害，アルカリ

骨材反応，化学的侵食等の劣化を生じている可能性が疑われるなど、標準調査の結果

のみでは変状の要因推定、機能低下の推定および評価が困難であると判断された場合

には三次調査を実施する。なお三次調査は専門技術者により実施することを標準とす

る。また、三次調査の実施の要否、調査の内容等については専門技術者による判断を

行った上で、施設所有者もしくは施設管理者(消防機関等)と協議し実施するものとする。 

    三次調査において実施される可能性がある調査の一部を参考として以降に示す。 
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    【コンクリートコアの圧縮強度試験】 

JIS A 1107,1108 に基づきコンクリート用コアドリルを用いて直径約 75～100mm

のコンクリートコアを採取し、実圧縮強度を求める（コアの直径と高さの比が 1.9 未

満の場合は、JIS A 1107 に規定された補正係数を掛けて直径の 2 倍の高さを持つ供

試体の強度に換算する）。この圧縮強度の試験結果から全供試体の平均圧縮強度およ

び標準偏差を算出し、平均圧縮強度から標準偏差の 1/2 を減じたものを診断強度とす

る。 

なお、コアの採取位置はあらかじめ鉄筋探査器（電磁誘導法）による調査を行い、

鉄筋が確認された場合は鉄筋を避けた位置で採取する。 

 

 

図－4.12 天井部のコアを採取した事例 

 

 

図－4.13 コンクリートコア圧縮強度試験の事例 
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    【中性化深さ測定試験】 

JIS A 1152 に基づき、圧縮強度試験で用いるコア供試体の側面にフェノールフタレ

イン溶液を噴霧し、コンクリート表面からの中性化深さを測定する。 

 

 

図－4.14 コンクリートコアによる中性化深さ測定試験の事例 
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    【鉄筋の腐食度調査】 

     鉄筋探査器（電磁誘導法）を使用して、調査対象となる部位の鉄筋の位置を確認し、

鉄筋の交差する箇所を内部鉄筋が露出するまでコンクリートを斫り取り、鉄筋の腐食

度を測定するとともに、鉄筋の種別・径・かぶり厚さの測定を行う。 

 

 

図－4.15 鉄筋の腐食度調査事例(1) 

 

 

図－4.16 鉄筋の腐食度調査事例(2) 
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    【コンクリートの塩化物イオン濃度測定】 

     JIS A 1154 に基づき、ドリルによって採取した試料を調整した後、電位差滴定法に

よりコンクリート中に含まれる塩化物イオン濃度を測定する。 

 

 

図－4.17 コンクリートの塩化物イオン濃度測定事例 

 

    【コンクリートコアの促進膨張試験】 

採取したコンクリートコアを用いて、促進膨張試験（カナダ法

※

）を行う。 

※カナダ法は、温度 80℃の 1Ｎ NaOH 溶液に浸漬養生し、膨張率の経時変化を測定する方法である。 

 

 

図－4.17 コンクリートコアの膨張量測定事例 
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おわりに 

 

本マニュアルは、総則にも示したように既存コンクリート造防火水槽の標準的な機能診断に

関する事項を示し、本マニュアルによる評価により対象構造物の改修を検討する上での基礎資

料を得ることを目的としている。したがって、最終的な改修の決定については施設所有者もし

くは施設管理者(消防機関等)によって決定するものとする。 

また、本マニュアルにおいて改修工法の選定（補修・補強・改築の判定および選定）につい

ては行っていない。これは、改修工法の選定において構造計算等も含めた高度な技術的判定を

要する場合があること(耐震性能評価を含む)を考慮しているとともに、現在全国各地で実施さ

れている多種多様の改修工法が、現場毎に異なる様々な変状に全て対応できるものではないた

めである。 

在来工法・在来技術だけではなく、日々進化し続けている新工法・新技術に関する情報と本

マニュアルによる評価を照らし合わすことを念頭におき、本マニュアルを画一的ではなく弾力

的に運用していくことに留意するよう願うことをここに付記する。 
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